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有限会社大邦興産の株式取得（子会社化）に関するお知らせ 

 

当社は、平成 31 年 3 月 13 日開催の取締役会において、下記のとおり、有限会社大邦興産（平成 31

年 4 月 1 日付で、株式会社大邦興産へ変更予定）の株式を取得し、子会社化することについて決議いたし

ましたので、お知らせいたします。 

なお、本件は、適時開示基準に該当しないため、開示事項・内容の一部を省略しております。 

 

記 

 

１．株式の取得の理由 

当社グループは、「環境にやさしく安全な社会の創造に向けてあくなき挑戦を続ける。」という経営理

念のもと、地域に根ざした営業活動を積極的に推進し、事業活動による価値の提供を通じて地域社会に

貢献することを目標に、事業を推進しております。 

有限会社大邦興産は、地場企業として官民含め一定の販路を構築しており、当社グループといた

しまして受注機会の拡大を図ることが出来ると共に、当社グループが主力とする建設事業におきま

して、今後拡大が期待される分野へ技術・実績を有していることから、株式の取得を実施すること

といたしました。 

 

２．異動する子会社（有限会社大邦興産）の概要 

（１） 名 称 
有限会社大邦興産 

（平成 31 年 4 月 1日付で、株式会社大邦興産へ変更予定） 

（２） 所 在 地 
熊本県熊本市北区弓削二丁目 12 番 25 号 

（平成 31 年 4 月 1日付で、熊本市東区内に移転予定） 

（３） 代表者の役職・氏名 取締役 小 原  孝 弘 

（４） 事 業 内 容 建設事業 

（５） 資 本 金 10,000,000 円 

（６） 設 立 年 月 日 昭和 61 年 11 月 5 日 

（７） 大株主及び持株比率 
大株主が個人であり、守秘義務契約を締結していることから、開示を

控えさせていただきます。 

（８） 
上場会社と当該会社 

と の 間 の 関 係 

資 本 関 係 該当事項はありません。 

人 的 関 係 該当事項はありません。 

取 引 関 係 当該会社より建設工事と資材販売を受注しております。 

    

 

 
   

会 社 名 ： 日 本 乾 溜 工 業 株 式 会 社 

代 表 者 名 ： 代表取締役社長 伊 東 幸 夫 

本店所在地 ： 福岡市東区馬出一丁目 11 番 11 号 

         （コード番号  1771 福証） 

問 合 せ 先 ： 専務取締役 

管理本部長 
大 谷 友 昭 

役職・氏名 

       （TEL 092－632－1050） 



 

 
   

（９） 当該会社の最近３年間の経営成績及び財政状態 

決算期 平成 28 年９月期 平成 29 年９月期 平成 30 年９月期 

 純 資 産 15 百万円 16 百万円 21 百万円 

 総 資 産 20 百万円 54 百万円 30 百万円 

 １ 株 当 た り 純 資 産 15,522 円 14 銭 16,913 円 71 銭 21,918 円 97 銭 

 売 上 高 66 百万円 81 百万円 89 百万円 

 営 業 利 益 1 百万円 0 百万円 5 百万円 

 経 常 利 益 1 百万円 1 百万円 5 百万円 

 当 期 純 利 益 1 百万円 1 百万円 5 百万円 

 １株当たり当期純利益 1,736 円 72 銭 1,391 円 57 銭 5,005 円 25 銭 

 １ 株 当 た り 配 当 金 0 円 00 銭 0 円 00 銭 0 円 00 銭 

   

３．株式取得の相手先の概要 

（１） 氏 名 大株主が個人であり、守秘義務契約を締結していることから、開示を

控えさせていただきます。 （２） 住 所 

（３） 
上 場 会 社 と 

当 該 個 人 の 関 係 
該当事項はありません。 

  

４．取得株式数、取得価額及び取得前後の所有株式の状況 

（１） 異動前の所有株式数 0 株（議決権の数：0個、議決権所有割合：0％） 

（２） 取 得 株 式 数 1,000 株（議決権の数：1,000 個） 

（３） 取 得 価 額 
大株主が個人であり、守秘義務契約を締結していることから、開示を控

えさせていただきます。 

（４） 異動後の所有株式数 1,000 株（議決権の数：1,000 個、議決権所有割合：100％） 

  

５．日 程 

（１） 取 締 役 会 決 議 日 平成 31 年 3月 13 日 

（２） 契 約 締 結 日 平成 31 年 3月 22 日（予定） 

（３） 株 式 譲 渡 実 行 日 平成 31 年 4月 １日（予定） 

  

６．今後の見通し 

本件に伴う平成 31 年 9 月期の連結業績に与える影響は、軽微であります。 

以 上 


